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報告内容 

１．福祉の資格制度とキャリアバス 
 ・内閣府キャリア段位 
 ・認定社会福祉士 
 ・認定介護福祉士 
 ・主任ケアマネージャー 

 
２．ＫＣＮ調査内容と結果 
 
３．研修体系と課題 
 
 



キャリア段位制度 









キャリア段位制度とは 





キャリア段位で職員の何が変わるの 



国の考え方 

・研修の内容を実践力で評価 
 
・さまざまな分野で行われる研修を共
通の段位で測定 
 
・問われているのは研修の内容とその
結果としての実践力（知識を含む） 



認定社会福祉士制度 









個人認定及び研修認証の仕組み 



認定介護福祉士制度 













介護支援専門員（ケアマネジャー）の資質向上と 
今後のあり方に関する検討会における 

議論の中間的な整理 

平成２５年１月７日 
介護支援専門員（ケアマネジャー）の 
資質向上と今後のあり方に関する検討会 



総論 

 2025 年に向けて、団塊の世代が75 歳以上となっていくことに伴い、要介護
発生率が高くなる75 歳以上の高齢者の割合が急速に進むことが見込まれる。
また、認知症高齢者は2012 年時点で約300 万人と増加してきており、今後も
その増加が見込まれる。さらに、高齢者のみ世帯や一人暮らし高齢者の数の増
加も進んできており、地域全体で支援を必要とする高齢者を支える必要性も高
まってきている。 
 一方、介護が必要となった場合に、自宅で介護を受けたいという希望を持つ 
人は74％となっているなど、要介護者等となっても、高齢者が尊厳を持って、 
できる限り住み慣れた地域で生活を継続できるよう、地域包括ケアシステムを 
日常生活圏域で実現していくことが重要な政策課題となっている。 

現状における介護支援専門員の資質やそれを支える体制については、様々な課題
が指摘されており、社会保障審議会においても、「より良質で効果的なケアマネ
ジメントができるケアマネジャーの資格のあり方や研修カリキュラムの見直し、
ケアプランの標準化等の課題について、別途の検討の場を設けて議論を進めるこ
とが必要である」（介護保険部会意見書（平成22 年11 月30 日））、「根本的
なケアマネジメントの在り方の検討が求められている」「ケアマネジャーの養
成・研修課程や資格の在り方に関する検討会を設置し、議論を進める」（介護給
付費分科会審議報告（平成23 年12 月７日））などの指摘がされてきている。 



課題 

① 介護保険の理念である「自立支援」の考え方が、十分共有されていない。 
② 利用者像や課題に応じた適切なアセスメント（課題把握）が必ずしも十分
でない。 
③ サービス担当者会議における多職種協働が十分に機能していない。 
④ ケアマネジメントにおけるモニタリング、評価が必ずしも十分でない。 
⑤ 重度者に対する医療サービスの組み込みをはじめとした医療との連携が必
ずしも十分でない。 
⑥ インフォーマルサービス（介護保険給付外のサービス）のコーディネート、
地域のネットワーク化が必ずしも十分できていない。 
⑦ 小規模事業者の支援、中立・公平性の確保について、取組が必ずしも十分
でない。 
⑧ 地域における実践的な場での学び、有効なスーパーバイズ機能等、介護支
援専門員の能力向上の支援が必ずしも十分でない。 
⑨ 介護支援専門員の資質に差がある現状を踏まえると、介護支援専門員の養
成、研修について、実務研修受講試験の資格要件、法定研修の在り方、研修水
準の平準化などに課題がある。 
⑩ 施設における介護支援専門員の役割が明確でない。 



主任介護支援専門員についての見直し 

 主任介護支援専門員には、介護支援専門員に対するスーパーバ
イズ、地域包括ケアシステムを実現するために必要な情報の収
集・発信、事業所や職種間の調整といった役割が求められており、
そのような役割を担うことができる者を養成することを目的とし
て主任介護支援専門員研修が位置付けられている。 
 主任介護支援専門員については、上記のスーパーバイズ等の役
割を果たすことをより一層進めることが重要であり、その資質の
向上を図っていくことが必要である。 



ＫＣＮ調査研究結果 



ＫＣＮの研修調査結果 

 職員の研修希望の検定からは以下の五点が示唆された（2012年報告） 
 

①2年目以下の職員は種別や規模で特色があらわれないことから、福祉従事者
の基礎は、種別や規模で異なるものではないといえる。 
 

②共同生活介護の職員は、他の種別の職員に比べて3年～9年の経験者に求めら
れることが多い。 
 

③相談支援事業所職員は他の種別の職員に比べて、10年以上の職員も研修の希
望を持ち続けている。 
 

④事業所の規模の違いによって3年～9年の職員の立場が異なるため、研修の希
望に違いがあらわれている。 
 

⑤種別、規模ともに3～9年、10年以上のどちらかにしか希望の特色があらわ
れていない傾向がみられ、年数によるキャリアアップという意識で受講を希望
していない。 



ＫＣＮの研修調査結果 
①事業種別ごとにみると、管理者は2年以下の職員に対して求める研修はあるが、

3年以上の職員に対してはあまり関連がみられない。 
 
②管理者の意識においては、新人職員への教育を重視している傾向があると推
測できる。しかし、職員の調査結果からは、2年以下の職員の研修への希望は種
別、規模関係なくあらわれていることがわかる。 
 
③3年～9年または10年以上の職員は、種別ごとに希望に特徴がみられており、
管理者と職員の研修への意識にずれがある可能性が示唆される。しかし、職員自
身も研修を自身のキャリアアップという意識から希望しているのではなく、現在
の役割や立場での課題への対処として選択していることが推測される。 
 
今後の人材育成を考える上では、中堅からベテランの職員にも目を向け、事業
所の特徴や職員の役割に沿った研修を職場の内外で受講できる体制を事業所とし
て整える他、単なる課題への対処ではなく、キャリアアップという目的のもとに
研修を受講する意識を持てるよう事業所への支援が必要である。また、研修を企
画する立場にある人も受講者の次への道筋を示しながら、研修を提供することが
望まれる。 



研修体系（まとめ） 

支援員の研修を「相談支援専門員」、「サービス管理責任
者」の基礎となる研修として位置づけることが必要。 

課題 

①ＫＣＮが担当する研修は「相談支援専門員」、「サービス
管理責任者」研修となるが、支援員研修の内容にどのように
関与するのか 
 
②到達目標に沿った、各段階的のレベルに合わせた研修内容
を設定していく必要がある。 
 例：法制度、障害特性、権利擁護、ケアマネジメント等 



相談支援専門員研修 
ケアマネジメント 理解し、実践できるレベル

地域自立支援協議会 理解し、活用できるレベル

メンタルヘルス　*サ6～9と共通
自分及び職員のメンタルヘルスを理
解し、実践できるレベル

・サビ管との連携ができる
・個別支援計画との整合性・関係を
意識しながらできる
・市町村レベルのネットワークをつ
くることができる

６～９
年

１０年
以上
（繰り

返し受
講）

スーパービジョン
理解し、スーパーバイザーとして実践

できるレベル

ファシリテーション 理解し、実践できるレベル

コミュニケーション
相談支援専門員同士の連携ができるレ
ベル

面接技術 実践し、指導できるレベル

地域自立支援協議会 協議会の運営ができるレベル

チームアプローチ 実践し、指導できるレベル

メンタルヘルス　*サ6～9と共通
自分及び職員のメンタルヘルスを理解

し、実践できるレベル

家族支援 実践し、指導できるレベル

地域移行・地域定着 地域のシステムづくりができるレベル

・相談支援専門員の指導ができる
・圏域レベルの事業所間・支援関係機

関ネットワークをつくることができる



①到達目標が適切か？ 
 
②６～９年の研修内容が脆弱ではないのか？ 
 
③１０年以上の研修項目が多すぎないか？ 

相談支援専門員研修の課題 

体系化していく作業が必要ではないのか？ 
 
研修内容と実践力を結びつけるフォローが必要
ではないのか？ 



サービス管理責任者研修 

コミュニケーション
職員+関係職種とのコミュニケーション
がとれるレベル

メンタルヘルス　*相6～9と共通
自分及び職員のメンタルヘルスを理解
し、実践できるレベル

セルフマネジメント
セルフマネジメントの支援を理解し、実
践できるレベル

地域移行・地域定着
実践し、指導できるレベル
利用者・家族への普及啓発ができるレベ
ル

・相談支援専門員との連携ができる
・サービス等利用計画との整合性・関係を意
識しながら個別支援計画をつくることができ
る
・事業所内の支援ネットワークをつくること
ができる

６～９
年

組織の運営・管理　 支援計画の運用の指導ができるレベル

コミュニケーション サビ管同士の連携ができるレベル

・サビ管の指導ができる

・市町村レベルの事業所間ネットワークをつ

くることができる

１０年
以上

（繰り

返し受
講）



サービス管理責任者研修の課題 

①到達目標が適切か？ 
 
②６～９年、10年以上の研修内容が脆弱ではない
のか？ 

適切な研修を整理することが必要ではないの
か？ 
 







官民共同の研修体系と内容の充実 

県・市町村などの公的機関の
支援 

ＫＣＮとしての研修体制
の整備及び質の向上 

研
修
の
実
施 

誰もが住
みやすい
豊かな地
域社会 


